
 

   

Ｑ. 孫が生命保険金の受取人として指定されている。この保険は、祖父が保険料を負担し祖父が被保険者なっている生命保険である。 

 祖父が令和7年4月に死亡したことによって孫が生命保険金を受け取った。なお、孫は祖父から以下のような生前贈与を受けているが、祖父から生命保険金以外の財産は取

得していない。 

・令和5年3月 現金110万円 

・令和6年2月 現金500万円 

・令和7年1月 現金400万円 

 この場合、祖父の相続財産に加算される贈与金額はいくらか。 

 

【答え】 

 

① 孫は相続人でないことから、生前贈与加算の対象者にはならないので、祖父の相続財産加算する金額はない 

 

② 孫は遺贈によって生命保険金を受け取ったものとみなされるので、祖父から贈与を受けた財産1,010万円は祖父の相続財産に加算される。 

 

 

【解答】 

孫は遺贈によって生命保険金を受け取ったものとみなされるので、祖父から贈与を受けた財産1,010万円は祖父の相続財産に加算される。 

 

【解説】 

 相続税が課税される契約形態では、相続人でない孫が死亡保険金の受取人である場合、その孫は遺贈によって財産を取得したものとみなされ、相続税が課されます（相法3）。 

その場合、相続人でない孫が死亡保険金を受取ったときは、生命保険金の非課税の適用を受けることができません（相法12①五）。 

また、孫は、配偶者及び一親等の血族でないことから相続税額の二割加算の対象者に該当（孫が代襲相続人である場合を除きます。）します（相法18①）。 

さらに、被相続人から相続開始前7年（令和5年12月31日以前の贈与については3年）以内に贈与を受けていた場合には、生前贈与加算の対象（相法19）となり、孫の相

続税だけでなく、共同相続人の相続税の負担まで重くなります。 

 孫に対する愛情を重視し、孫を死亡保険金の受取人に指定しておけば確実に孫に財産を残すことができますが、孫や共同相続人の相続税の負担はかなり重くなると思われることか

ら、それらの不利益になる点についても事前に確認しておかなければなりません。                                  （文責：山本和義） 
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